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西村証券 企業調査情報      2026/03/23（会社側一部数値訂正を反映） 

［金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第26号：加入協会…日本証券業協会］ 

ＮＩＳＳＨＡ（コード 7915） 
◆通期業績推移(連結) （26.12 予は会社側発表値） 

決算期 売上高 営業利益 1株純利益 1株配 営業CF 投資CF 財務CF 現金及び現金同等物 

18.12 204,210 6,954 89.8 30.0 5,737 ▲14,225 ▲3,909 16,757 

19.12 174,035 ▲16,253 ▲344.3 35.0 1,636 ▲4,948 3,680 17,499 

20.12 180,006 7,278 141.3 30.0 14,646 ▲1,357 ▲5,997 25,067 

21.12 189,285 17,363 318.4 40.0 18,790 ▲6,871 2,609 42,330 

22.12 193,963  9,520  203.7 50.0 12,039 ▲4,385 1,082 54,325 

23.12 167,726  ▲3,817  ▲61.1 50.0 1,486 ▲8,019 ▲12,629 37,854 

24.12 195,598  5,457  79.9 50.0 12,312 ▲11,431 9,147 50,970 

25.12 194,898  4,040  21.1 50.0 9,205 ▲13,848 ▲8,366 39,213 

26.12予 191,500  6,600  48.5 50.0 － － － － 

 （CF＝ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ。現金及び現金同等物は各期末値。▲はマイナス。単位は百万円、円） 

ディバイス事業依存からバランス型経営への転換が進展 
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25 年 12 月期は、産業資材事業やメディカル

テクノロジー事業が好調に推移したのに対し、

ディバイス事業においてタブレット向け需要

が減少したことなどにより、売上高が前年比

0.4％減少した。利益面では、産業資材での新製

品に関する先行費用や、メディカルテクノロジ

ーでの医療機器自社ブランドの製品ミックス

悪化などから、営業利益は 26％減少した。 

当期のキャッシュ・フロー（以下、CF）にお

いて、現金及び現金同等物の期末残高は 392 億

円（前年度末比 23％減）となった。営業活動 CF

は税引前利益 36 億円（前年比 43％減）、減価償

却費 104 億円（9％増）、法人所得税の支払額 46

億円（190％増）などから 92 億円の収入（25％

減）となった。投資活動 CF は有形固定資産の

取得による支出 63 億円（6％減）、投資有価証

券の売却による収入 0.5 億円（99％減）、子会社

取得による支出 57 億円（50％減）などから 138

億円の支出（21％増）に。財務活動 CF は長短

借入金の借入れ及び返済による差引支出額 1億

円（前年は 68 億円の収入）、配当金の支払額 24

億円（2％減）のほか、前年にあった社債発行に

よる収入 90 億円が当期は無かったことなどか

ら 84 億円の支出（前年は 91 億円の収入）とな

った。 

25/12期は微減収・減益に 

 

CFにおいて現金・現金同等物の期末残高は減少 
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西村証券 企業調査速報 

本レポートは、会社側が発表した決算短信や決算説明資料などに基づき作成しており、証券投資の

参考となる情報の提供を目的としたもので、証券の売買を勧誘する目的で作成したものではありま

せん。株式の売買取引には、約定代金に対して手数料が必要となります。また、株式は、株価の変

動により損失が生じる恐れがあります。投資に関する最終決定は、投資家ご自身の判断でなさいま

すようお願い致します。本レポートは各種データに基づいて作成していますが、その正確性・完全

性を全面的に保証するものではありませんので、予めご了承下さい。なお、本レポートの著作権は

西村証券に帰属しており、電子的・機械的などの方法を問わず、無断で本レポートを引用または複

製、転送することを禁じます。 

 

決算期変更後、通年（12 カ月）の決算となっ

た 18 年 12 月期以降でみると、売上高では主力

事業だったディバイスの売上が減少傾向にある

一方、産業資材及びメディカルテクノロジーが

増加。売上構成比率も 18 年 12 月期には 60％を

占めたディバイスは当期実績では 30％まで低下

したのに対し、産業資材が当期 39％（18/12 期

は 23％）、メディカルテクノロジーが 24％（同

11％）へと拡大してきた。 

利益面についても、かつてはディバイスの善

し悪しに左右されやすかったのが、近年では産

業資材及びメディカルテクノロジーについても

安定して利益の出る形となり、売上高、利益とも

バランスのとれた経営形態に変貌している。 

26 年 12 月期については、ディバイス事業に

おけるタブレット向け需要の軟調などにより、

売上高は前年比 2％減の見通しだが、産業資材

及びメディカルテクノロジーでの需要拡大など

から、営業利益は 63％増と大幅増益の見込み。 

セグメント別の予想において、売上高では、

ディバイス（526 億円）が前年比 10％減の一方、

産業資材（786 億円）が 3％増、メディカルテク

ノロジー（472 億円）が 0.1％増に伸長。その他

（131 億円。0.8％増）の中では、滋賀県製薬の

買収（25 年 1 月）による一般用医薬品 CDMO

事業（前年 51 億円）について、ディバイス津工

場の転用・再稼働による増産で受注拡大が見込

まれ、医薬品が前年の 70 億円から 74 億円（6％

増）に伸びる見込み。 

営業利益では、産業資材（40 億円）が 7％増、

ディバイス（26 億円）が 22％増、メディカルテ

クノロジー（30 億円）が 47％増、その他（11 億

円）が 182％増の見通しとなっている。 

ディバイス事業依存からバランス型経営に変貌 

今期は減収ながら産業資材などの伸びで増益へ 
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